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タイトル
	当協議会に寄せられた多面的機能支払交付金に係る主な問い合わせについて

	[bookmark: _Hlk89948011]概　　要
	当協議会では、多面的機能支払交付金に係る市町村等関係機関及び活動組織等からの問い合わせに対応しているところです。令和3年4月から令和4年1月までの問い合わせの主なものについて下記のとおりとりまとめましたので、今後の適切な執行の参考として下さい。


注)活動マニュアルとは「広域組織版」と明示ない場合は「活動組織版」を示す
	項目
	問合せ内容
	対応(案)

	長寿命化関連
	区域外又は計画書に記載ない施設を長寿命化で実施できるか
	実施したい施設が長寿命化対策で実施可能か市町村等と協議・確認し、可能となれば組織の合意形成を図り、事業計画、年度計画、及び実施区域図に記載するなど事業計画変更認定手続きを行った後に実施することとなります。
R2.11活動マニュアル　活動の手引き　E-15.E-16,E-24参照

	
	長寿命化の工事費制限及び工事1件の考え方
	　長寿命化に係る工事費は原則200万円未満ですが、山形県では、水路・農道は500万円未満、ため池は、受益面積に応じ、500万円未満(受益面積2ha未満)、800万円未満(受益面積2ha以上)と上限額を設定しています。
　但し、200万円を超える場合は、長寿命化整備計画書を作成し、県の技術的指導を受け、市町村の審査・認定を受ける必要があります。
R2.11活動マニュアル　活動の手引き　E-29,E-30,E-31
県要綱基本方針　P9,P10　　　　　　　　　　　　　参照
　なお、工事実施にあたっては、工事1件の考え方に十分留意するとともに、工事費が200万円以上となる場合は、他事業の活用も検討して下さい。

	
	草刈り、泥上げの実施が危険なため、水路法面、ステップをコンクリート覆工する場合の該当項目は
	活動項目62水路の更新等　法面保護施設の設置に該当します
県要綱基本方針　P8　参照

	
	区域内の施設について、緊急を要する場合、その工事費について交付金が交付されるまで地元での立替は可能か
	地元立替は可能ですが、対象施設が事業計画に記載されているか等の確認、場合によっては変更届の手続を行う必要があります。
また、工事費が200万円以上となる場合は、他事業の活用も検討して下さい。

	
	素掘り水路をコンクリート水路にしたい
	維持管理(泥上げ含む)軽減の観点から実施はできますが、工事費が200万円以上となる場合は、長寿命化整備計画書を作成し、県の技術的指導を受け、市町村の審査・認定を受ける必要がありますので、詳細については市町村、県に相談して下さい。

	
	水路入れ替え後の旧水路の産廃処理費用を長寿命化交付金で支出可能か
	　支出可能です。
　なお、工事完了後は財産管理台帳での管理、又は財産譲与等の所要の手続きを行って下さい。











[bookmark: _Hlk94779132]
	項目
	問合せ内容
	対応(案)

	交付金関連
	維持・共同の交付金を長寿命化に活用することは可能か
	　活動計画書に定められた維持、共同の活動の実施を前提として、活動計画書に位置付けられている施設の長寿命化に活用することは可能です。
　なお、長寿命化の交付金を維持・共同に活用することはできません。
R2.11　活動マニュアル　活動の手引き　E-39　参照

	
	交付金の持ち越し
	　翌年度以降の使用予定に基づく必要な額について持ち越して翌年度の経理に含めることができます。
また、実施期間終了年度にあっては、翌年度に活動計画再認定を受けて活動継続する場合で、かつ、新たな活動計画期間の初年度の使用予定に基づくものに限り持ち越しできます。
ただし、維持、共同に係る持ち越し金の合計額が当該年度交付額の3割を超え、かつ、100万円以上となる場合は持越金の使用予定表を市町村に提出する必要があります。
　活用を十分検討した上で、返還が必要となった場合は所要の手続きにより返還して下さい。
R2.11活動マニュアル　活動の手引き　E-4349,54,55参照
　　〃　　　　実施状況報告　記載例C-8,9

	
	自動販売機での飲料品購入に対する支出は可能か
	　特別の事情がある場合はやむを得ませんが、当日の参加人数と購入本数が適合しているか等を役員の確認を得た上で適切に会計処理して下さい。




	項目
	問合せ内容
	対応(案)

	各種届出
	事業計画の変更手続き(資料の提出時期)
	 事業計画の変更手続きについては、「変更認定(交付金に影響する内容)」と「変更届(交付金に影響しない内容)」に区分されます。
　「変更認定」についてはその事実が生じた場合、速やかに、「変更届」は変更があった年度の実施状況報告時、又は、翌年度の交付申請時に手続きして下さい。
市町村においては、変更内容の迅速な把握に努められるようお願いします。
R2.11活動マニュアル　活動の手引き　E-29　参照

	
	広域活動組織の再認定時に広域協定書、参加同意書は必要か
	　多面的機能支払交付金実施要領
　第4-3により、再認定時に広域協定書、参加同意書等一連の資料提出が必要です。
R2.11活動マニュアル(広域組織版)
　　　広域文書記載例　B-1~B-17　参照












	項目
	問合せ内容
	対応(案)

	その他
	農道路肩部の土砂排除
	　活動項目12路面の維持で対応可能です。
排除する土砂の処分に注意して下さい。
　なお、活動計画書に位置付けしてある農道の場合は上記により実施できますが、位置づけされていない農道の場合は変更等所要の手続きを実施した後で実施して下さい。
県要綱基本方針　別紙1　P-5　参照

	
	傷害保険への加入(年度途中の加入)
	　年度途中での加入も可能ですが、契約期間(年度跨ぎの契約は避けて下さい)について、年度末又は当該年度活動終了日までとするよう留意して下さい。
　なお、近年多面的機能支払活動中の事故が増加傾向にありますので、ぜひ保険に加入して下さるようお願いします。

	
	研修会について
	　研修について、多面的機能支払交付金実施要領で、活動組織が受講すべき研修内容・回数が決められています。
　　◆事務・組織運営、安全研修　5年間に1回以上
　　◆機能診断・補修技術等研修　5年間に1回以上
　上記研修については、市町村、推進協議会又は活動組織独自研修(例えば、近くの建設業者等より補修技術の講師をしていただく等)でも認められます。
　なお、活動組織独自研修については、市町村と協議のうえ承認を得て下さい。
　上記を踏まえ、当協議会では県と協議のうえ当該年度の研修会を開催しているところです。
　なお、研修会への参加者は、活動組織の構成員であればどなたが出席しても組織としての研修実績となります。

	
	監査終了後に支出が生じた場合の対応
	　組織の規約、総会日程が不明ですが、改めて監査を受けることが原則となります。
該当支出の資料を整理して監査員に説明し了解を得たうえでその内容を監査員より総会に報告していただくことも考えられますが、この場合、実質的に監査を受けることと同じです。
当該会計年度の支出が全て実施されたことを確認して監査日を設定して下さい。

	
	新規の取り組みを検討している
	　当該市町村多面的機能支払交付金の担当者(農林課等)、又は、最寄りの県総合支庁農村計画課に相談して下さい。




